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番号

21年度 23年度要求額

評価結果の予算要求等
への反映状況

・災害危険度の高い地域における効果的な災害予防対策を着実に実施するとともに、災害が発生した地域における再度災害の防止対
策を適切に実施
・必要性・事業効果等を勘案した優先順位付けの徹底
　など、効果的・効率的な水害、土砂災害対策の推進を図る。

達成すべき目標及び
目標の達成度合いの

測定方法

政策評価結果を受けて
改善すべき点

（ 補 正 後 ）

－

－

387,355,153

1,907,627,978

1,136,581,303

総合･実績･事業

（ 当 初 ）

水害・土砂災害の防止・減災を推進する ４－１２評価方式

政策評価調書（個別票①-1）

歳出予算額（千円）

【政策ごとの予算額等】

政策名

20年度 22年度

＜0＞

1,730,249,163

＜0＞

＜0＞

1,248,799,919

＜0＞

2,200,059,435

＜0＞

1,622,448,536

予備費使用額（千円）

前年度繰越額（千円）
348,381,627

0

不用額（千円）

翌年度繰越額（千円）

支出済歳出額（千円）

流用等増△減額（千円）
0

歳出予算現額（千円）

＜0＞ ＜0＞

24,415,922.44817,321,814

381,507,275

0

0

2,581,566,710

2,227,907,440

329,243,347

＜0＞

2,273,612,505

1,868,935,539

＜0＞
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番号
（千円）

会計 組織／勘定

Ａ 1 一般 国土交通本省

Ａ 2 一般 国土交通本省

Ａ 3 一般 国土交通本省

Ａ 4 一般 国土交通本省

Ａ 5
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 6
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 7
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 8
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 9
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 10
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 11
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 13
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 19
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 20
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 21
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 14
社会資本整備
事業

治水勘定

Ａ 15
社会資本整備
事業

治水勘定

Ｂ 1 一般 国土交通本省

Ｂ 2 一般 国土交通本省

Ｂ 3 一般 国土交通本省

Ｂ 4 一般 国土交通本省

Ｂ 5
社会資本整備
事業

治水勘定

1,248,799,919 1,136,581,303

20,398,00023,418,000

63,107,000

513,446,841

68,531,000

572,050,428

130,691

22年度
当初予算額

242,716

113,979

483,000

30,000,000

10,000

5,493,910

116,068,250

3,350,660

合計

水害・土砂災害の防止・減災を推進する ４－１２

整理番号

予　算　科　目

対応表に
おいて◆
となって
いるもの

対応表に
おいて●
となって
いるもの

小計

急傾斜地崩壊対策等に必要な経費急傾斜地崩壊対策等事業費

政策名

災害対策等緊急事業の推進に必要な経費

水害・土砂災害の防止・減災の推進に必要な経費

水資源開発事業の財源の社会資本整備事業特別会計治水
勘定へ繰入れに必要な経費

北海道治水事業費等社会資本整備事
業特別会計へ繰入

治水事業等の財源の社会資本整備事業特別会計治水勘定
へ繰入れに必要な経費

離島治水事業費等社会資本整備事業
特別会計へ繰入

小計

河川整備事業費 河川整備事業に必要な経費 348,661,086 318,439,010

政策評価調書（個別票①-2）

【政策に含まれる事項の整理、棚卸し調書との照合】

政策評価結果等
による見直し額

離島河川整備事業費 河川整備事業に必要な経費

項

水害・土砂災害対策費

河川管理施設整備費 河川管理施設整備に必要な経費

災害対策等緊急事業推進費

事項
23年度
要求額

186,133

113,979

53,000

27,028,000

10,000

北海道河川整備事業費 河川整備事業に必要な経費 72,701,973 67,179,871

砂防事業費 砂防事業に必要な経費 83,121,125 80,825,665

沖縄河川整備事業費 河川整備事業に必要な経費 3,389,679 2,854,129

離島砂防事業費 砂防事業に必要な経費 35,000

北海道砂防事業費 砂防事業に必要な経費 4,503,069 3,635,709

沖縄砂防事業費 砂防事業に必要な経費 2,000 52,000

北海道総合流域防災事業費 総合流域防災事業に必要な経費 597,000 547,000

総合流域防災事業に必要な経費

多目的ダム建設事業に必要な経費

271,228

1,699,450

7,060,284

429,801,150479,785,200

多目的ダム建設事業費 多目的ダム建設事業に必要な経費 106,822,657

北海道多目的ダム建設事業費 多目的ダム建設事業に必要な経費

沖縄多目的ダム建設事業費

治水事業等の財源の社会資本整備事業特別会計治水勘定
へ繰入れに必要な経費

45,000 10,000

収益回収公共事業資金貸付金償還金
一般会計へ繰入

一般会計へ繰入れに必要な経費

7,976,044 6,627,575

治水事業費等社会資本整備事業特別
会計へ繰入

治水事業費等社会資本整備事業特別
会計へ繰入

治水事業等の財源の社会資本整備事業特別会計治水勘定
へ繰入れに必要な経費

総合流域防災事業費

676,749,491 623,134,462
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【見直しの内訳・具体的な反映内容】
　　

番号 ４－１２

22年度
当初

予算額

23年度
要求額

増減

うち政策評価
結果の反映に
よる見直し額

（B)

うち執行状況
の反映による

見直し額
（C)

組織 項整理番号 事項会計名

合計

政策評価調書（個別票①-3）

政策名 水害・土砂災害の防止・減災を推進する

政策評価結果又は執行状況の要求への反映内容

予算額（千円）

見直し額（A)

（B)+（C)-重
複

事務事業名
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単位 基準値 目標値

（年度） 19年度 20年度 21年度 （年度）

％ 約61 約61 約61 約62 約64

(19年度) (60.9) (61.0) (61.5) (24年度）

達成目標

○安全－4－12番号

（効率性）
　災害は発生後、その復旧・復興や新たな対策工等に膨大な費用がかかることから、災害を未然
に防止する対策や再度災害防止を徹底するための整備を着実に推進することが相対的に費用を少
なくすることができ、効率的である。また、効果の高い事業への投資の重点化や、ハード整備と
一体となったソフト対策の実施による施設の機能のより効果的な発揮、及び被害に遭いにくい土
地利用・住まい方への転換を図る施策も、被害を最小化する減災対策として効果が高い。
　当該施策を達成するための各事務事業は、これらをあわせた総合的な対策を実施しており、効
率的であると評価できる。

政策評価調書（個別票②）　（政策評価書要旨）

評価実施時期：平成22年7月
担当部局名：河川局
担当者（連絡先）：総務課予算第一係　相良

洪水 によ
る氾 濫か
ら守られる
区域の割
合

（有効性）
　水害・土砂災害の防止・減災対策としては、河川事業や砂防事業、下水道事業によるハード整
備を着実に実施し、災害の予防や再度災害の防止を徹底するとともに、耐用年数を迎える施設に
ついて適切な維持管理を行い、施設の長寿命化を図った。あわせて、ハザードマップの作成と、
それを活用した防災訓練の実施や、浸水深・避難場所をまちなかに提示するなど災害関連情報を
充実させる取組、土砂災害特別警戒区域等の指定による土地利用規制などのソフト対策により、
円滑・迅速な避難の支援や災害に遭いにくい土地利用への転換を図るなど、災害に強い地域づく
りを実現する取組を進めた結果、各業績指標の実績値は目標値の達成に向けて着実に進捗してお
り、当該施策を達成するための各事務事業が有効であると評価できる。

指標名

長期的には100%を目指
す。
平成24年度までに実施
予定の事業及び過去の
事業の完了状況から設
定。

水害・土
砂災害の
防止・減
災を推進

する

政策名

政策の概要

【達成すべき目標、測定指標、目標期間、測定結果　等】

洪水・土石流等による国民の生命・財産に係る被害の防止・軽減を図るため、河川
事業や砂防事業等のハード整備を実施するとともに、ハザードマップの周知などの
ソフト対策を実施する。これらのハード対策、ソフト対策を一体として実施するこ
とにより水害・土砂災害の防止・減災を推進する。

（総合的評価）
水害・土砂災害の防止・減災を推進するための具体的措置として、河川事業や砂防事業、下水道
事業を実施してきたところ。それらの効果は着実に発揮され、業績指標の実績値は目標値の達成
に向けて推移しているが、一部の指標では目標値の達成に向けたトレンドより下回っているもの
もある。今後とも、目標値の達成に向けて、より効果の高い事業や対策への重点化や規制・税制
等を含めたソフト対策との一体的な実施を図り、より効果的・効率的な対策を推進する必要があ
る。

【評価結果の概要】

（必要性）
　わが国は、災害に対し脆弱な国土条件にあるとともに、近年の地震の頻発に加え、活発な前線
活動や台風により毎年のように水害・土砂災害が発生している。
　また、東南海・南海地震を代表する大規模地震発生の切迫性や大規模な火山噴火の指摘ととも
に、地球温暖化に伴い、ゲリラ豪雨の増加、台風の激化等により、水害、土砂災害等の発生頻度
の増加や規模の大型化の懸念が高まっている為、当該施策を着実に実施していく必要がある。

(反映の方向性）
・ 既存及び新たに創設した事業等により、総合的に水害、土砂災害対策を推進する

水害・土砂災害の防止・減災を推進する

達成目標・指標の
設定根拠・考え方

実　績　値
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万戸 約525 約525 約490 約420 約235

(19年度) (24年度）

万人 約270 約270 約275 約285 約300

(19年度) (24年度）

箇所 約2,300 約2,300 約2,350 約2,450 約3,500

(19年度) (24年度）

％ 約34 約34 約36 約44 約80

(19年度) (24年度）

ha 約10,000 約10,000 約9,800 約9,100 約8,000

(19年度)

％ 7 約7 約10 約20 100

(19年度) (24年度）

％ 16 16 41 56 100

(19年度) (24年度）

％ 約40 約40 約55 約61 約70

(19年度) (24年度）

％ 0 0 3 24 50

(19年度) (24年度）

万戸 約14.8 約14.8 約13.9 約13.3 約7.3

(19年度) (24年度）

％ 0 0 約15 約31 100

河川管理
施設の長

これまで、耐用年数によ
り更新していた施設を、
平成20年度～24年度の
間に耐用年数をむかえる
主な河川管理施設の全
施設に対して「河川用
ゲート・ポンプ設備点検・

長期的には0戸を目指
す。
平成24年度までに実施
予定の事業により見込ま
れる成果から設定。

地震時に
河 川 、 海
岸堤防等
の防護施
設の崩壊
に よ る 水
害が発生
する恐れ
の あ る地
域の面積
（河川）

長期的にゼロを目指すこ
とを目標に、平成24年度
までに達成可能な値とし
て設定

平成24年度までに土砂
災害危険箇所が存在す
る対象全市町村（1,672
市町村）における実施を
目標とする。

高度な防
災情報基
盤を整備
し た水 系
の割合

リアルタイ
ム火山ハ
ザードマッ
プ整備率

今後10年間に対象火山
（29火山）で火山噴火緊
急減災対策砂防計画に
基づきリアルタイム火山
ハザードマップを策定す
ることを目標とする。平成
24年度については50%を
目標とする。

ハザ ー ド
マ ッ プ を
作 成 ・ 公
表し、防災
訓練を実
施 し た市
町村の割
合（洪水）

平成24年度までに全国
の大河川及び主要な中
小河川（洪水予報河川、
水位周知河川に指定ま
たは指定予定河川）の浸
水想定区域に含まれて
いる市町村における防災
訓練実施を目標とする。

ハザ ー ド
マ ッ プ を
作 成 ・ 公
表し、防災
訓練を実
施 し た市
町村の割
合（土砂）

土砂災害
から 保全
さ れ る 人
命保全上
重要な施
設数

平成29年度に対象施設
について整備を慨成（約
5,200箇所）させることを
目標とする。
平成24年度までに、整備
の重点化を図り、5年間
で約1,200箇所の整備を
目標とする。

平成29年度までに1級水
系全て(109水系）におい
て実施することを目標と
する。
今後とも重点的、計画的
に情報提供を行うことと
し、平成24年度の目標値
を約70%（77水系）とす
る。

土砂災害
から 保全
さ れ る 人
口

平成18年度の実績値と
平成19年度の実績値の
差が約6万人（H18:262万
人→H19:268万人）であ
ることを踏まえ、今後も同
じ傾向で進捗させること
を目標とする。

近年発生
し た床 上
浸水の被
害戸数の
う ち 未 だ
床上浸水
の恐れが
ある戸数

中 枢 ・ 拠
点機能を
持つ地域
で床上浸
水の恐れ
が あ る戸
数

長期的には0を目指す。
当指標における目標値
については、平成24年度
までに実施予定の河川
整備により見込まれる成
果から設定。

土砂災害
特別警戒
区域指定
率

政策に関する評価結
果の概要と達成すべ

き目標等

平成19年度の土砂災害
特別警戒区域の指定状
況は565市町村であり、
10年間で実施率
100%(1,672市町村)を目
指す。
平成24年度については、
平成19年度以降の指定
の促進を図り約80%を目
標とする。
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(19年度) (24年度）

3 3 3 24 190

(19年度) (24年度）

％ 約63 約63 約63 約63 約72

(19年度) (24年度）

－ － － － 100

(24年度）

施設の長
寿命化率

ゲート・ポンプ設備点検・
整備・更新検討マニュア
ル（案）」等による劣化度
診断を行い、部分改築や
修繕を実施し、施設の延
命化や最適な更新を行う
ことを目標とする。

土砂移動に起因して問
題の発生している渓流、
河川、海岸において、問
題解決に向けた事業の
連携方針（総合土砂管理
連携方針）が策定された
水系等における対策数
を計上している。

建設機械
等調達支
援 ネ ッ ト
ワ ー ク に
登録する
民間団体
等の数

河川の流
量不足解
消指数

災害時には特に調達が
難しい無人化施工等の
調達に協力する企業・団
体等が、各県２件程度は
確保されることを目指し、
本格運用開始後（平成２
４年度）までに民間企業・
団体等（建設機械・専門
技術者を保有するもの）
の本ネットワーク登録数
を１００件と設定した。
なお実績値は、本ネット
ワークが平成２１年度に
構築されるため、平成２２
年度より計測可能となる。

平成24年度の目標値
は、平成24年度までに完
成するダム等を勘案し、
渇水時に下流河川へ補
給可能な流量を積み上
げ、それが将来の正常流
量をどの程度充足するか
を算出したもの。

総合的な
土砂管理
に基 づき
土砂の流
れが改善
され た数
（河川）

経済財政改革の基本方針2008 平成20年6月27日

「大規模地震、大規模水害・土砂災害、津波・高潮、豪雪、火山噴火等への対策を
推進する。」

関係する施政方針演
説等内閣の重要政策
（主なもの）

年月日

第169回国会施政方針演説

記載事項（抜粋）

「自然災害時の犠牲者ゼロを目指し、お年寄りや障害者をお持ちの方への対策、小
中学校や住宅の耐震化を進めます。被災者の生活再建支援にも万全を期します。都
市の防災について、密集市街地対策を進めるとともに、大規模地震発生に備え、高
層建築物の防災対策や避難地・防災拠点の整備を進めるなど、総合的な対策を講じ
てまいります。」

施政方針演説等

平成20年1月18日

社会資本整備重点計画 平成21年3月31日

「予防的対応、甚大な被害が発生した地域を再び被災させないための対策及びソフ
ト施策と連携を重視し、人命被害を生じさせないよう、また、被災した場合も国民
生活や経済社会活動に深刻な影響を生じさせないよう、守るべき地域・機能を明確
にした計画的な防災・減災対策を実施していくことが必要である。


